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平成１４年１１月２９日

平成１５年３月期　中間決算短信（連結）

　　上場会社名      　　南 海 プ ラ イ ウ ッ ド 株 式 会 社                　　　　　上場取引所（所属部）　　(株)大阪証券取引所（市場第２部）
　　コード番号      　　７８８７　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本 社 所 在 地         　　　香川県高松市松福町一丁目 15番 10号
　　（ＵＲＬ　http://www.nankaiplywood.co.jp）
　　問 合 せ 先      　　責任者役職名　常務取締役総務・経理担当

　　　　　　　　　　氏　　　　名　田 井 雅 士        　　　　　　　　　　　　　　　ＴＥＬ　　　(087)825-3615 （代表）
　　決算取締役会開催日           　　平成１４年１１月２９日　　　　　　　　

　　米国会計基準採用の有無　　有　・　無

１　１４年９月中間期の連結業績（平成１４年４月１日～平成１４年９月３０日）

　(１)　連結経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）中間連結決算短信上、百万円未満は切捨て表示。

売 上 高      営 業 利 益      経 常 利 益      

14年 9月中間期
13年 9月中間期

　　　　　　　百万円　　　　　　％

　　６，４８２　　　　（△ 13.6）
　　７，５０１　　　　（△  4.5）

　　　　　　　百万円　　　　　　％

　△　　　６４　　　　（　 －  ）
　　　　　　８　　　　（△ 96.3）

　　　　　　　百万円　　　　　　％

　△　　　１９　　　　（　 －  ）
　　　　　４８　　　　（△ 84.2）

14 年 3 月期　 　１４，８５２ 　　　　２０８ 　　　　３２５

中間(当期)純利益

14年 9月中間期
13年 9月中間期

　　　　　　　　　百万円　　　　　　％

　　　△　　２７０　　　　（　 －  ）
　　　　　　　２７　　　　（△ 88.6）

　　　　　　　円　　　銭

　　　△　２６　　８０

　　　　　　２　　７７

　　　　　　　　円　　　銭

　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　

14 年 3 月期　 　　　　　　１０６ 　　　　　１０　　５９ 　　　　　　　　　　　　　

（注）1.持分法投資損益　　　  　14年 9月中間期　　　　百万円　 13年 9月中間期　　　　百万円   14年 3月期　　　　百万円
　　　2.期中平均株式数（連結）　14年 9月中間期　10,089,039株　 13年 9月中間期　10,095,278株　 14年 3月期　10,094,622株
　　　3.会計処理の方法の変更　　有
　　　4.売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　(２)　連結財政状態

総 資 産        株 主 資 本        株主資本比率       
１ 株 当 た り         

株 主 資 本         

14年 9月中間期
13年 9月中間期

　　　　　　　　　百万円

　　　１９，４４９

　　　２４，９５８

　　　　　　　　　百万円

　　　１５，３９５

　　　１５，８７３

　　　　　　　　％

　　　７９．２　

　　　６３．６

　　　　　　　　円　　銭

　　　１，５２６　２４

　　　１，５７２　４０

1 4 年 3 月期 　　　２１，６６０ 　　　１５，９１７ 　　　７３．５ 　　　１，５７７　１４

（注）期末発行済株式数（連結）　14年 9月中間期　10,087,373株　 13年 9月中間期　10,095,160株　 14年 3月期　10,092,559株

　(３)　連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による         

キャッシュ・フロー

投資活動による         

キャッシュ・フロー

財務活動による         

キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物

期 末 残 高         　　

14年 9月中間期
13年 9月中間期

　　　　　　　　　百万円

　　　　　　７０４

　　　　　　４７２

　　　　　　　　　百万円

　　△　　　　４９

　　△　　　８７２

　　　　　　　　　百万円

　　△　　　４４３

　　△　　　４６０

　　　　　　　　　百万円

　　　　１，１２５

　　　　　　６５５

1 4 年 3 月 期 　　　　５，２７３ 　　△　１，５６１ 　　△　４，３２９ 　　　　　　９１０

(４)　連結範囲及び持分法の適用に関する事項
　　　　連結子会社数　　５社　　　持分法適用非連結子会社数　　－社　　　持分法適用関連会社数　　－社

(５)　連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　　　　連結（新規）　　１社　　（除外）　　－社　　　　　持分法（新規）　　－社　　（除外）　　－社

２　１５年３月期の連結業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）

売 上 高         経 常 利 益         当 期 純 利 益         

通　　期　
　　　　　　　　　　　百万円

　　　　　１３，５５０

　　　　　　　　　　　百万円

　　　　　　　　２６５

　　　　　　　　　　　百万円

　　　　　△　　　７５

　（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　△　７円４３銭　　　

１ 株 当 た り         

中間（当期）純利益

潜在株式調整後１株当           

たり中間（当期）純利益
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［添付資料］

企 業 集 団 の 状 況         

　当社及び当社の関係会社（当社、子会社５社及びその他の関係会社１社（平成14年9月30日現在）により構成）においては、木質建

築内装材の製造並びに販売を行っているほか、不動産、電線電気機器の販売及び保険代理店業を営んでおり、そのうち当社及び連結子

会社が営む「木材関連事業」「電線関連事業等」について事業の種類別セグメント情報を開示しております。

　事業の種類別セグメントごとの事業内容と当社及び関係会社の当該事業にかかる位置付けは、次のとおりであります。

事 業 区 分 主要製品及びサービス 主 要 な 会 社

木 材 関 連 事 業           

天井材、収納材、原木、製材品、
荷役、原材料及び製品の運送、
木材加工品、建築部材の梱包

当 社     
南海港運(株)
南海システム作業(株)
SENTUHAMONI SDN.BHD.
PT.NANKAI INDONESIA

電 線 関 連 事 業 等           電線電気機器、土地・建物 ナンリツ(株)、当社

サ ー ビ ス 事 業           損害保険代理店 南海興産(株)

　以上の企業集団等について図示すると次のとおりであります。

　
　
　
　
　
　
　
南

海

プ

ラ

イ

ウ

ッ

ド

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　(

株)

ナ ン リ ツ        (株)
（販　売　会　社）

南 海 港 運        (株)
（荷役及び運送業）

ＳＥＮＴＵＨＡＭＯＮＩ
ＳＤＮ．ＢＨＤ．
（ 木 材 加 工 業 ）

　
　
　
ユ

ー

ザ

ー

 

※１

※２

※１

※１

問 屋商 社

付

保

保
険
の

付

保

保
険
の

商 品

製 品

製 品

不 動 産

不動産

（注）※１　連結子会社
　　　※２　その他の関係会社
　　　

南 海 興 産        (株)
（ 保 険 代 理 店 ）

仲介業者

資材の供給

保険の付保

荷役、原材料及び

製 品 の 運 送        

原材料の供給

 

製
造
・
販
売

出　　　資

ＰＴ．ＮＡＮＫＡＩ
ＩＮＤＯＮＥＳＩＡ
（ 木 材 加 工 業 ）

※１

原材料の供給

南海システム作業(株)
（ 梱 包 及 び 荷 造 ） 製品の梱包

※１



　　　

経 営 方 針         

(1)　経営の基本方針

  当社は、「経営ならびに製品の独自性と安定成長」を基本理念に、変化する外部環境に対して柔軟に対応できる経営体制のもと、メ
ーカーの使命である製品の安定供給を続けていきます。そのために、原材料仕入先である東南アジアに重点をおき、現地の子会社なら

びに協力工場に対して技術的援助を行い、相互協力のもとに長期的な友好関係を築き、質・量・価格面での安定的な調達を実現してい

きます。また、市場ニーズを先取りし固有の木材加工技術を駆使したオリジナル製品の開発により、顧客満足度の高い住宅内装材メー

カーを目指しております。

(2)　中長期的な会社の経営戦略

  当社製品の販売に大きく影響をおよぼす新設住宅着工戸数は、近い将来年間１００万戸を割ることが予想されております。しかしな
がら一方では、住宅のリフォーム事業が今後新たな市場として期待されており、当社も積極的に参入する予定であります。このような

状況をふまえて当社は、資材の調達、製品の開発、販売先の開拓を進めていく所存であります。今後ますます激化する企業間競争を想

定し、更なる製品のコストダウンを図るため、海外での生産体制の整備を進めるとともに、国内工場においても生産効率と品質の安定

を追求し、安心して使用できる住宅内装材として顧客満足度の高い製品を供給することにより、シェアの拡大ならびに収益の確保を目

指していく方針であります。

  なお、利益配当につきましては、長期的な視野に立ち、将来の事業展開と財務体質の強化を考慮し、内部留保とのバランスを考えて
安定的な配当を行うことを基本としております。

(3)　会社の対処すべき課題

  当面の課題といたしましては、①床材の品質安定と収益性向上　②輸入資材の品質確保と海外工場での製品生産　③多品種少量受注
の生産性向上と配送ならびに間接業務の効率化　④リフォーム市場への積極的な拡販　⑤住宅性能表示制度や環境問題等の法的規制へ

の対応と顧客満足度の向上などが挙げられます。

  このうち②につきましては、インドネシアの子会社 PT.NANKAI INDONESIA において、製品の生産加工ラインの整備が着々と進
んでおり、すでにラッピング加工された製品が輸入されておりますが、今後、品質の安定と加工製品の拡大を進めていきます。その他

の課題に対しても検討、改善を繰り返し推進していきたいと考えております。これらの課題を完遂し、安心して使用できる住宅内装材

を市場に送り出すことにより顧客満足度を向上させ、売上および収益の確保を図っていく所存です。

(4)　重要視している経営指標

  当社は、住宅着工戸数の変動に業績が大きく左右される傾向にあるため、住宅着工戸数の低迷下においても、外部環境に左右されず
安定的な収益が確保できるようシェアの拡大を目指しており、住宅着工一戸当たりの販売金額増加を経営上のひとつの指標としていま

す。

　　　　　　　　　　　＜住宅着工一戸当たりの木材関連事業売上高推移グラフ＞
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経 営 成 績         

 (1)　当中間期の概況

当中間期の業績および財政状態全般

①業績

  国内景気は、長期にわたる経済低迷状態を抜け出せず、企業の倒産、リストラやデフレの進行により厳しさを増していく雇用・所
得環境を背景として、消費者心理は冷え込んだままの状況にありました。こうしたなかで、当中間期の新設住宅着工戸数は、住宅購

入者の買い控えから貸家は順調に推移しましたが、持ち家・分譲住宅ともに減少した結果となり、前年同期に比べ 2.2％減の 597 千
戸となりました。

  このような状況のもと、当社の連結業績は、木材関連事業、電線関連事業等ともに過去にない苦戦を強いられ、売上高は、6,482
百万円と前年同期比 13.6％の減少となりました。

  利益面では、棚卸資産の在庫削減と生産体制の改善を行い、できる限りの原価低減に努めましたが売上総利益は減少しました。ま
た、売上に対する販売費率が前年同期に比べて 2.9ポイント上昇したため、64百万円の営業損失となりました。

  一方、営業外損益は、当中間連結会計期間末の為替相場が円高となったことで外貨建資産の為替差損を 29百万円計上しましたが、
賃貸不動産の家賃収入が増加したことにより 45 百万円の黒字となり、この結果経常損失は、19 百万円となりました。また、前期に
稼働停止しました郷東工場の生産設備の処分損総額 160 百万円の計上、ならびに今後処分予定の機械装置等の損失見込額 186 百万
円を工場稼働停止損失引当金繰入損として特別損失に計上したことにより、中間純損失は、270百万円と不本意な結果になりました。

②財政状態

　キャッシュ・フローの状況につきましては、当中間連結会計期間における当社グループの現金及び現金同等物（以下「資金」とい

う。）は、売上債権の回収、手形割引等による運転資本の増加、固定資産投資の縮少及び借入金返済等の結果、前連結会計年度末に

比べ 214百万円増加し、当中間連結会計期間末の資金残高は、1,125百万円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は 704百万円（前年同期比 232百万円増）となりました。

　これは、税金等調整前中間純利益は△388 百万円（前年同期比 458 百万円減）となりましたが、減価償却費 407 百万円、工場
稼働停止損失引当金 186 百万円等の非資金損益項目が多額であったことに加えて、売上債権の減少 545 百万円、生産調整による
棚卸資産の圧縮 419百万円などによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果減少した資金は 49百万円（同 823百万円減）となりました。

　これは、主に床材新製品生産設備等の有形固定資産取得による支出 99百万円、郷東工場稼働停止に伴う生産設備売却収入 49百
万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果減少した資金は 443百万円（同 16百万円減）となりました。

　これは、主に短期借入金返済 310百万円及び配当金支払 121百万円による支出によるものであります。

セグメント別の状況

①事業の種類別セグメントの業績

（木材関連事業）

  新設住宅着工戸数が落ち込むなか、流通業者の在庫削減と建材メーカー間の販売競争激化により、一段と厳しい状況となりまし
た。このような状況下、営業体制の再編を行い、新たな得意先の開拓をはじめ、住宅のリフォーム市場をターゲットにしたリフォ

ーム製品の拡販などに努めましたが、当社製品の販売に大きく影響をおよぼす持ち家・分譲の戸建住宅着工戸数の減少により、前

年同期の売上高を維持することはできませんでした。製品分類別に見てみますと、天井材、収納材は、戸建住宅の減少に加え住宅

の低価格化による和室の減少が和室天井ならびに押入収納の減少要因となり、それぞれ 14.4％と 12.0％の売上減となりました。

  利益面では、徹底した生産効率の追求を行い、製造原価の低減に努めましたが、売上減少に伴う配送効率の悪化が運賃等の販売
費及び一般管理費を削減できず、当セグメントの業績は、売上高 6,328 百万円（前年同期比 9.6％減）、営業損失 43 百万円（前年
同期営業利益 21百万円）となりました。

（電線関連事業等）

  公共建設物件の減少に加え、個人消費の低迷を反映し民間建設投資も依然として少ない状況のなか、価格競争の激化を助長し、
大変厳しい経営環境に終始いたしました。このような状況により、当セグメントの業績は売上高 805 百万円（前年同期比 20.0％
減）、営業損失 15百万円（前年同期比 84.1％増）という結果に終わりました。

②所在地別セグメントの業績

  所在地別セグメント情報を開示していないため、該当事項はありません。
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生産、受注及び販売の状況

①販売実績

②生産実績及び受注状況

　　当社グループの生産品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であってもその容量、構造、形式等は必ずしも一様ではなく、

また受注生産形態をとらない製品も多く、生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。

(2)　通 期 の 見 通 し        

  わが国経済は、金融機関の不良債権処理の遅れと米国経済の失速懸念により、株価は低迷しており、政府による本格的な不良債権
処理とデフレ対策に期待しますが、当面厳しい経営環境が続いていくと予想されます。

  このような状況のなか、木材関連事業では、新たな販路開拓と住宅のリフォーム市場へのリフォーム製品拡販を継続するとともに、
より一層の資材コストおよび製品の製造コストの低減と生産性向上に努め、この厳しい経済状況を乗り切りたいと考えております。

また、電線関連事業等においても、社内体制の整備改善により収益の計上できる企業体質作りを推進していきます。通期では、連結

売上高 13,550百万円（前期比 8.8％減）、営業利益 120百万円（同 42.3％減）、経常利益 265百万円（同 18.5％減）、当期純損失 75
百万円になるものと予想しております。

セグメント別の見通し

（木材関連事業）

  当年度の新設住宅着工戸数は、前年度より減少することが確実視されており、特に、持ち家・分譲の戸建住宅着工戸数の減少が
予想され当社の売上高に大きく影響することから、当面厳しい経営環境が続いていくと思われます。しかし、住宅のリフォーム市

場は新たな市場として期待されており、当社も積極的にアートフロアー２１、床暖房などのリフォーム製品の拡販により売上確保

を目指します。

  利益面では、生産体制の改善による効率化ならびに製造原価の低減を図り利益を確保できるようにしていきたいと考えておりま
す。この結果、当セグメントの業績は、売上高 13,150万円（前期比 4.0％減）、営業利益 174百万円（同 13.3％減）になるものと
予想しております。

（電線関連事業等）

  公共建設投資減少に加え、個人消費の回復が期待できないことから民間建設投資も低迷し、厳しい状況となることが予想されま
すが、引き続き企業体質の強化を図り、競争激化の電材業界において収益が計上できるよう努め、売上高 1,667百万円（前期比 22.6％
減）、営業損失 12百万円（前期営業利益 12百万円）を予想しております。

（単位：千円）

連結会計年度

部　門 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

　木 材 関 連 事 業 ％ ％ ％

天　井　材 2,099,635 26.2 1,796,329 25.2 △ 303,306 3,980,242 25.1

収　納　材 3,246,805 40.6 2,858,641 40.1 △ 388,164 6,412,341 40.4

その他製品 1,195,355 14.9 1,013,968 14.2 △ 181,387 2,374,054 15.0

そ　の　他 456,027 5.7 659,995 9.2 　 203,968 928,614 5.9

6,997,823 87.4 6,328,934 88.7 △ 668,889 13,695,252 86.4

　電線関連事業等 1,006,494 12.6 805,047 11.3 △ 201,447 2,153,051 13.6

8,004,318 100.0 7,133,981 100.0 △ 870,337 15,848,303 100.0

　内部売上高又は振替高 (502,357) (651,237) △ 148,880 (995,681)

7,501,960 6,482,743 △ 1,019,217 14,852,622

増　　減

合　　　　計

自　平成１３年　４月　１日

至　平成１３年　９月３０日

小　　　　計

計

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

自　平成１３年　４月　１日

至　平成１４年　３月３１日

前連結会計年度

自　平成１４年　４月　１日

至　平成１４年　９月３０日

対前中間連結会計期間

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

（　　　　　　 ）



中間連結貸借対照表
（単位：千円）

連結会計年度

科　目 構成比 構成比 構成比

％ ％ ％

流　　動　　資　　産 　 11,533,045 46.2 　 6,481,519 33.3 △ 1,685,897 　 8,167,416 37.7

現　金　及　び　預　金 　 661,484 　 1,128,839 　 211,894 　 916,945

受取手形及び売掛金 　 6,284,232 　 2,675,787 △ 541,129 　 3,216,916

棚　　卸　　資　　産 　 3,194,851 　 1,892,116 △ 419,787 　 2,311,903

デ リ バ テ ィ ブ 債 権 　 1,007,044 　 346,243 △ 1,183,931 　 1,530,174

そ の 他 の 流 動 資 産 　 404,644 　 444,081 　 245,809 　 198,272

貸　倒　引　当　金 △ 19,211 △ 5,548 　 1,247 △ 6,796

固　　定　　資　　産 　 13,425,454 53.8 　 12,967,769 66.7 △ 525,566 　 13,493,336 62.3

　 10,879,075 43.6 　 10,152,869 52.2 △ 618,113 　 10,770,982 49.7

建 物 及 び 構 築 物 　 3,250,159 　 2,998,629 △ 135,141 　 3,133,771

機械装置及び運搬具 　 2,871,421 　 2,189,757 △ 493,645 　 2,683,402

工　具　器　具　備　品 　 144,271 　 137,169 　 13,885 　 123,283

土　　　　　　　地 　 4,610,481 　 4,764,605 △ 18,826 　 4,783,431

建　設　仮　勘　定 　 2,742 　 62,707 　 15,614 　 47,092

　 310,092 1.2 　 337,509 1.8 △ 51,710 　 389,220 1.8

　 2,236,287 9.0 　 2,477,391 12.7 　 144,257 　 2,333,133 10.8

投　資　有　価　証　券 　 752,465 　 715,576 　 74,174 　 641,401

長　期　貸　付　金 　 46,253 　 17,160 △ 5,714 　 22,874

そ　の　他　の　投　資 　 1,474,086 　 1,797,058 　 75,272 　 1,721,786

貸　倒　引　当　金 △ 36,519 △ 52,404 　 525 △ 52,929

　 24,958,500 100.0 　 19,449,289 100.0 △ 2,211,463 　 21,660,753 100.0資 　産 　合 　計

対前連結会計年度

増　　減

当中間連結会計期間末

（平成１４年　９月３０日現在）

金　　　　　額

前中間連結会計期間末

（平成１３年　９月３０日現在）

金　　　　　額

　有 形 固 定 資 産

　無 形 固 定 資 産

　投資その他の資産

前 連 結 会 計 年 度

（平成１４年　３月３１日現在）

金　　　　　額

（資　産　の　部）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

－６－ 南海プライウッド　連結



（単位：千円）

連結会計年度

科　目 構成比 構成比 構成比

％ ％ ％

流　　動　　負　　債 　 7,556,630 30.3 　 3,375,709 17.4 △ 1,564,752 　 4,940,461 22.8

支払手形及び買掛金 　 1,448,599 　 1,446,003 △ 113,978 　 1,559,982

短　期　借　入　金 　 4,267,700 　 837,700 △ 311,475 　 1,149,175

未　　　払　　　金 　 472,584 　 305,170 △ 36,157 　 341,328

未　払　法　人　税　等 　 12,247 　 23,034 　 18,948 　 4,086

未　払　消　費　税　等 　 76,454 　 42,919 △ 84,522 　 127,441

賞　与　引　当　金 　 153,546 　 123,715 　 46,707 　 77,008

工場稼働停止損失引当金 　 186,113 　 186,113 　

繰 延 ヘ ッ ジ 利 益 　 1,007,044 　 346,243 △ 1,240,220 　 1,586,463

そ の 他 の 流 動 負 債 　 118,453 　 64,808 △ 30,167 　 94,975

固　　定　　負　　債 　 1,498,012 6.0 　 667,573 3.4 △ 120,836 　 788,409 3.6

長　期　借　入　金 　 824,700 　 65,525 △ 8,850 　 74,375

退 職 給 付 引 当 金 　 332,011 　 291,454 △ 20,475 　 311,929

役員退職慰労引当金 　 87,470 　 87,470 　 　 87,470

そ の 他 の 固 定 負 債 　 253,830 　 223,124 △ 91,511 　 314,635

　 9,054,643 36.3 　 4,043,283 20.8 △ 1,685,588 　 5,728,871 26.4

　 30,182 0.1 　 10,274 0.0 △ 4,137 　 14,412 0.1

資 　　　本 　　　金 　 2,121,000 8.5 　 △ 2,121,000 　 2,121,000 9.8

資 　本 　準　 備 　金 　 1,865,920 7.5 　 △ 1,865,920 　 1,865,920 8.6

連　 結 　剰 　余 　金 　 11,699,856 46.9 　 △ 11,778,859 　 11,778,859 54.4

その他有価証券評価差額金 　 142,796 0.5 　 △ 129,961 　 129,961 0.6

為 替 換 算 調 整 勘 定 　 44,363 0.2 　 △ 22,732 　 22,732 0.1

自　　己　　株　　式 △ 261 0.0 　 　 1,003 △ 1,003 0.0

　 15,873,675 63.6 　 △ 15,917,469 　 15,917,469 73.5

資 　　　本 　　　金 　 　 2,121,000 10.9 　 2,121,000 　

資 　本 　剰　 余 　金 　 　 1,865,920 9.6 　 1,865,920 　

利　 益 　剰 　余 　金 　 　 11,372,663 58.5 　 11,372,663 　

その他有価証券評価差額金 　 　 130,207 0.7 　 130,207 　

為 替 換 算 調 整 勘 定 　 △ 91,415 0.5 △ 91,415 　

自　　己　　株　　式 　 △ 2,643 0.0 △ 2,643 　

　 　 15,395,731 79.2 　 15,395,731 　

　 24,958,500 100.0 　 19,449,289 100.0 △ 2,211,463 　 21,660,753 100.0

対前連結会計年度

増　　減

負 　債 　合　 計

（資　本　の　部）

資　 本　 合　 計

少　数　株　主　持　分

（少 数 株 主 持 分）

資　 本　 合　 計

（負　債　の　部）

前 連 結 会 計 年 度

（平成１４年　３月３１日現在）

金　　　　　額

前中間連結会計期間末

（平成１３年　９月３０日現在）

金　　　　　額

当中間連結会計期間末

（平成１４年　９月３０日現在）

金　　　　　額

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

△

負 債、少 数 株 主 持 分
及　び　資　本　合　計

－

（ ）

（ ）

－

△ △

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

△

－

－ －

－７－ 南海プライウッド　連結



中間連結損益計算書
（単位：千円）

連結会計年度

科　目 構成比 構成比 構成比

％ ％ ％

　 7,501,960 100.0 　 6,482,743 100.0 △ 1,019,216 　 14,852,622 100.0

　 5,606,942 74.7 　 4,722,484 72.9 △ 884,457 　 11,027,165 74.2

　 1,895,018 25.3 　 1,760,259 27.1 △ 134,759 　 3,825,456 25.8

　 1,886,490 25.2 　 1,825,096 28.1 △ 61,393 　 3,616,905 24.4

　 8,527 0.1 △ 64,837 1.0 △ 73,365 　 208,551 1.4

　 92,019 1.2 　 83,105 1.3 △ 8,914 　 251,448 1.7

受　　取　　利　　息 　 18,877 　 6,695 △ 12,181 　 25,803

受 　取 　配 　当 　金 　 3,091 　 2,955 △ 135 　 6,103

賃　　貸　　収　　入 　 43,708 　 63,576 　 19,867 　 105,100

雑　　　 収　　　 入 　 26,341 　 9,877 △ 16,463 　 114,441

　 52,144 0.7 　 38,049 0.6 △ 14,094 　 134,802 0.9

支　　払　　利　　息 　 23,452 　 8,015 △ 15,436 　 43,056

為　　替　　差　　損 　 27,745 　 29,066 　 1,320 　

雑　　　 損　　　 失 　 946 　 968 　 21 　 91,746

　 48,402 0.6 △ 19,782 0.3 △ 68,184 　 325,197 2.2

　 22,334 0.3 　 4,131 0.1 △ 18,203 　 35,083 0.2

前 期 損 益 修 正 益 　 9,365 　 △ 9,365 　 9,365

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 　 11,219 　 4,079 △ 7,139 　 23,968

そ　　　 の 　　　他 　 1,750 　 51 △ 1,698 　 1,750

　 934 0.0 　 373,079 5.8 　 372,144 　 137,515 0.9

固 定 資 産 売 却 損 　 　 140,875 　 140,875 　

固 定 資 産 除 却 損 　 124 　 33,004 　 32,880 　 2,598

工場稼働停止損失引当金繰入損 　 　 186,113 　 186,113 　

そ　　　 の　　　 他 　 810 　 13,085 　 12,275 　 134,917

　 69,802 0.9 △ 388,730 6.0 △ 458,532 　 222,765 1.5

法人税、住民税及び事業税 　 12,208 0.1 　 22,921 0.4 　 10,713 　 14,511 0.1

法 人 税 等 調 整 額 　 31,201 0.4 △ 134,781 2.1 △ 165,983 　 118,105 0.8

少　数　株　主　損　失 　 1,533 0.0 　 6,484 0.1 　 4,950 　 16,780 0.1

　 27,926 0.4 △ 270,384 4.2 △ 298,311 　 106,928 0.7

前 連 結 会 計 年 度

自　平成１３年　４月　１日

至　平成１４年　３月３１日

金　　　　　額

当中間連結会計期間

自　平成１４年　４月　１日

至　平成１４年　９月３０日

金　　　　　額

営　　業　　利　　益

営 　業 　外 　収 　益

前中間連結会計期間

自　平成１３年　４月　１日

至　平成１３年　９月３０日

金　　　　　額

特　　別　　損　　失

特　　別　　利　　益

中 間（当期）純 利 益

対前中間連結会計期間

経　　常　　利　　益

売 　上 　総 　利 　益

売　　　 上　　　 高

売　　上　　原　　価

増　　減

営 　業 　外 　費 　用

販売費及び一般管理費

（ ）（ ）

税　金　等　調　整　前
中 間（当期）純 利 益

（ ） （ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

－

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

－

－

△

△

－

－

－

－

－－

△

△

△

－８－ 南海プライウッド　連結



中間連結剰余金計算書
（単位：千円）

連結会計年度

科　目

連結剰余金期首残高 　 11,809,773 △ 11,809,773 　 11,809,773

連結剰余金減少高 　

配当金 　 121,142 △ 121,142 　 121,142

役員賞与 　 16,700 △ 16,700 　 16,700

中間（当期）純利益 　 27,926 △ 27,926 　 106,928

連結剰余金中間期末（期末）残高 　 11,699,856 △ 11,699,856 　 11,778,859

（資本剰余金の部）

資本剰余金期首残高 　

資本準備金期首残高 　 1,865,920 　 1,865,920

資本剰余金中間期末残高 　 1,865,920 　 1,865,920

（利益剰余金の部） 　

利益剰余金期首残高

連結剰余金期首残高 　 11,778,859 　 11,778,859

利益剰余金減少高

配当金 　 121,110 　 121,110

役員賞与 　 14,700 　 14,700

中間純損失 　 270,384 　 270,384

利益剰余金中間期末残高 　 11,372,663 　 11,372,663

当中間連結会計期間 

自　平成１４年　４月　１日

前中間連結会計期間 

自　平成１３年　４月　１日

至　平成１３年　９月３０日

金　　　　　額

至　平成１４年　９月３０日

金　　　　　額

前連結会計年度

自　平成１３年　４月　１日

至　平成１４年　３月３１日

金　　　　　額

対前中間連結会計期間

増　　減

－ －

－ －

－

－

－

－

－

－ －

－

－

－

－

－ －

－ －

－９－ 南海プライウッド　連結



中間連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：千円）

連結会計年度

科　目

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間（当期）純利益 　 69,802 △ 388,730 △ 458,532 　 222,765

減価償却費 　 519,273 　 407,689 △ 111,583 　 1,079,410

工場稼働停止損失引当金の増加額 　 　 186,113 　 186,113 　

受取利息及び受取配当金 △ 21,969 △ 9,651 　 12,317 △ 31,907

支払利息 　 23,452 　 8,015 △ 15,436 　 43,056

有形固定資産売却損 　 　 140,875 　 140,875 　

投資有価証券評価損 　 　 6,685 　 6,685 　 9,999

為替差損益（△） 　 28,363 △ 21,622 △ 49,985 △ 31,564

売上債権の減少額 　 510,139 　 545,253 　 35,113 　 3,577,455

棚卸資産の減少額 　 325,440 　 419,787 　 94,346 　 1,208,388

仕入債務の減少額 △ 400,688 △ 113,978 　 286,709 △ 289,305

役員賞与の支払額 △ 16,700 △ 14,700 　 2,000 △ 16,700

差入保証金の増加額 △ 11,988 　 　 11,988 　

その他 △ 541,500 △ 459,148 　 82,352 △ 474,073

　 483,624 　 706,589 　 222,964 　 5,297,526

利息及び配当金の受取額 　 21,911 　 9,728 △ 12,183 　 31,895

利息の支払額 △ 29,752 △ 8,052 　 21,700 △ 49,833

法人税等の支払額 △ 3,628 △ 3,972 △ 344 △ 5,988

　 営業活動によるキャッシュ・フロー 　 472,155 　 704,293 　 232,137 　 5,273,599

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 3,601 △ 3,600 　 1 △ 7,201

定期預金の払戻しによる収入 　 6,000 　 6,000 　 　 9,604

投資有価証券の取得による支出 △ 83,336 　 　 83,336 △ 85,276

有形固定資産の取得による支出 △ 738,335 △ 99,014 　 639,320 △ 1,206,540

無形固定資産の取得による支出 △ 69,791 △ 4,150 　 65,640 △ 174,961

長期貸付金の回収による収入 　 15,840 　 3,649 △ 12,191 　 79,649

有形固定資産の売却による収入 　 　 49,918 　 49,918 　

その他 　 760 △ 2,235 △ 2,996 △ 176,936

△ 872,463 △ 49,433 　 823,029 △ 1,561,663

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金減少額 △ 70,000 △ 310,000 △ 240,000 △ 3,467,700

長期借入金の返済による支出 △ 268,850 △ 10,325 　 258,525 △ 740,000

自己株式の増加額 △ 30 △ 1,640 △ 1,609 △ 773

配当金の支払額 △ 121,142 △ 121,110 　 31 △ 121,142

　 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 460,023 △ 443,075 　 16,947 △ 4,329,615

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 　 35,275 　 2,510 △ 32,765 　 48,089

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減（△）額 △ 825,054 　 214,294 　 1,039,349 △ 569,590

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 　 1,480,535 　 910,945 △ 569,590 　 1,480,535

Ⅶ  現金及び現金同等物中間期末（期末）残高 　 655,480 　 1,125,239 　 469,758 　 910,945

対前中間連結会計期間

増　　減

前連結会計年度

自　平成１３年　４月　１日

至　平成１４年　３月３１日

金　　　　　額

　 投資活動によるキャッシュ・フロー

小　　　計

当中間連結会計期間 

自　平成１４年　４月　１日

至　平成１４年　９月３０日

金　　　　　額

前中間連結会計期間 

自　平成１３年　４月　１日

至　平成１３年　９月３０日

金　　　　　額

－

－－

－

－

－ －

－ －

－－

－10－ 南海プライウッド　連結
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間連結会計期間

自　平成13年４月１日

至　平成13年９月30日

当中間連結会計期間

自　平成14年４月１日

至　平成14年９月30日

前連結会計年度

自　平成13年４月１日

至　平成14年３月31日

１．連結の範囲に関する事項

　ナンリツ (株 )、南海港運 (株 )、

SENTUHAMONI SDN.BHD. 及 び

PT.NANKAI INDONESIAの４社が連

結の範囲に含まれております。

　非連結子会社はありません。

１．連結の範囲に関する事項

　ナンリツ(株)、南海港運(株)、南海シ

ス テ ム 作 業 ( 株 ) 、 SENTUHAMONI

SDN.BHD.及びPT.NANKAI INDONESIA.の

５社が連結の範囲に含まれております。

　非連結子会社はありません。

　なお、南海システム作業(株)について

は、建築部材の梱包、荷造の効率化と採

算を保持するため、当中間連結会計期間

に設立いたしました。

１．連結の範囲に関する事項

　ナンリツ (株 )、南海港運 (株 )、

SENTUHAMONI SDN.BHD. 及 び

PT.NANKAI INDONESIAの４社が連

結の範囲に含まれております。

　非連結子会社はありません。

２．持分法の適用に関する事項

全ての子会社を連結の範囲としてお

り、非連結子会社及び関連会社はないた

め、持分法適用会社はありません。

２．持分法の適用に関する事項

　　同左

２．持分法の適用に関する事項

　　同左

３．連結子会社の中間決算日等に関する

事項

　 連 結 子 会 社 の う ち 、

SENTUHAMONI SDN.BHD. と

PT.NANKAI INDONESIAの中間決算

日（6月30日）が中間連結決算日と異な

りますが、連結子会社の中間決算日現在

の中間財務諸表を使用しています。

　なお、中間連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上必要な調

整を行っております。

３．連結子会社の中間決算日等に関する

事項

　　同左

３．連結子会社の決算日等に関する事項

　 連 結 子 会 社 の う ち 、

SENTUHAMONI SDN.BHD. と

PT.NANKAI INDONESIA の 決 算 日

（12月31日）が連結決算日と異なりま

すが、連結子会社の決算日現在の財務諸

表を使用しています。

　なお、連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を

行っております。

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

 (ｲ）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は主として移動平均法により算

定しております。）

時価のないもの

移動平均法による原価法

(ﾛ）棚卸資産

　主として、原材料については先

入先出法による原価法を、その他

は総平均法による原価法を採用し

ております。

　

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

 (ｲ）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

同左

(ﾛ）棚卸資産

　主として、総平均法による原価

法を採用しております。

（会計方針の変更）

　当社において、従来棚卸資産の

評価基準及び評価方法のうち原材

料については、先入先出法による

原価法を採用しておりましたが、

当中間連結会計期間より、総平均

法による原価法に変更いたしまし

た。

　この変更は、原材料の払出原価

の平均化による期間損益計算を適

正に行うために、新在庫管理シス

テムを導入したことに伴い行った

ものであります。

　この結果、従来の方法によった

場合に比べ、棚卸資産は106,133

千円減少し、営業損失、経常損失

及び税金等調整前中間純損失はそ

れぞれ同額増加しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

 (ｲ）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定してお

ります。）

時価のないもの

同左

(ﾛ）棚卸資産

　主として、原材料については先

入先出法による原価法を、その他

は総平均法による原価法を採用し

ております。
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前中間連結会計期間

自　平成13年４月１日

至　平成13年９月30日

当中間連結会計期間

自　平成14年４月１日

至　平成14年９月30日

前連結会計年度

自　平成13年４月１日

至　平成14年３月31日

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の

方法

(ｲ）有形固定資産

  当社及び国内連結子会社は、主

として定率法（ただし、平成12年

４月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）は定額法）を採用

し、在外連結子会社は主として定

額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

　建物及び構築物　　　10～50年

　機械装置及び運搬具　 4～10年

(ﾛ）無形固定資産

  自社利用のソフトウエアについては、

社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の

方法

(ｲ）有形固定資産

  同左

(ﾛ）無形固定資産

  同左

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の

方法

(ｲ）有形固定資産

  同左

(ﾛ）無形固定資産

  同左

(3）重要な引当金の計上基準

(ｲ）貸倒引当金

  売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

(ﾛ）賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。

(ﾊ)

(ﾆ）退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末

において発生していると認められ

る額を計上しております。

  数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）による定

額法により翌連結会計年度から費

用処理しております。

(3)重要な引当金の計上基準

(ｲ）貸倒引当金

　同左

(ﾛ）賞与引当金

　同左

(ﾊ)工場稼働停止損失引当金

　平成14年3月20日付をもって稼働停止

しました郷東工場の生産設備等のうち、

今後発生が見込まれる損失について合理

的な見積額を計上しております。

(ﾆ）退職給付引当金

  同左

(3)重要な引当金の計上基準

(ｲ）貸倒引当金

　同左

(ﾛ）賞与引当金

　同左

(ﾊ)

(ﾆ）退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上しております。

  数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理しておりま

す。

(ﾎ）役員退職慰労引当金

  当社は、平成12年4月より役員退

職慰労金の内規を廃止したため、

新たな役員退職慰労引当金の繰入

れは行っておりません。

  なお、平成12年3月期末まで内規

に基づき繰入れを行ってきた引当額

は、退任の都度、当該引当額を個別

に精算しております。

(ﾎ）役員退職慰労引当金

  同左

(ﾎ）役員退職慰労引当金

  同左

(4）重要なリース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

(4)重要なリース取引の処理方法

　同左

(4)重要なリース取引の処理方法

　同左
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前中間連結会計期間

自　平成13年４月１日

至　平成13年９月30日

当中間連結会計期間

自　平成14年４月１日

至　平成14年９月30日

前連結会計年度

自　平成13年４月１日

至　平成14年３月31日

(5）重要なヘッジ会計の方法

(ｲ) ヘッジ会計の方法

  振当処理を適用しております。

(ﾛ) ヘッジ手段とヘッジ対象

  ＵＳ＄建仕入債務の予定取引に

対して為替変動リスクをヘッジす

る目的で、長期の為替予約を行っ

ております。

(ﾊ) ヘッジ方針

  為替相場の変動による損失の可

能性を減殺することを目的とし

て、月々予想されるＵＳ＄支払金

額の範囲内で、一定量のＵＳ＄を

月々購入することとしており、購

入したＵＳ＄は順次仕入決済に充

当していくため、月末において当

該ＵＳ＄の残高が残らないことを

基本としております。

(ﾆ) ヘッジ有効性評価の方法

  ヘッジ対象とヘッジ手段の相場

変動を直接結び付けて判定してお

ります。

(6）その他中間連結財務諸表作成のため

の重要な事項

(ｲ)消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(5）重要なヘッジ会計の方法

(ｲ) ヘッジ会計の方法

  同左

(ﾛ) ヘッジ手段とヘッジ対象

  同左

(ﾊ) ヘッジ方針

  同左

(ﾆ) ヘッジ有効性評価の方法

  同左

(6）その他中間連結財務諸表作成のため

の重要な事項

 (ｲ)消費税等の会計処理

　同左

(5）重要なヘッジ会計の方法

(ｲ) ヘッジ会計の方法

  同左

(ﾛ) ヘッジ手段とヘッジ対象

  同左

(ﾊ) ヘッジ方針

  同左

(ﾆ) ヘッジ有効性評価の方法

  同左

(6）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

 (ｲ)消費税等の会計処理

　同左

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

　  

　　同左

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。

追加情報

前中間連結会計期間

自　平成13年４月１日

至　平成13年９月30日

当中間連結会計期間

自　平成14年４月１日

至　平成14年９月30日

前連結会計年度

自　平成13年４月１日

至　平成14年３月31日

（自己株式及び法定準備金取崩等会計）

  当中間連結会計期間から「自己株式及

び法定準備金の取崩等に関する会計基

準」（企業会計基準第1号）を適用してお

ります。これによる当中間連結会計期間

の損益に与える影響は軽微であります。

  なお、中間連結財務諸表規則の改正に

より、当中間連結会計期間における中間

連結貸借対照表の資本の部及び中間連結

剰余金計算書については、改正後の中間

連結財務諸表規則により作成しておりま

す。
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注記事項

　（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末

（平成13年9月30日現在）

当中間連結会計期間末

（平成14年9月30日現在）

前連結会計年度

（平成14年3月31日現在）

１．担保に供している資産の額（簿価）

建物及び構築物　　　  966,439千円

土地　　　　　　　　1,317,645千円

　計　　　　　　　　2,284,084千円

上記に対応する債務

短期借入金　　　　　2,667,700千円
（一年内返済予定の長期借入金を含む）

未払消費税等　　　　　 29,953千円

長期借入金　　　　　　824,700千円

　計　　　　　　　　3,522,353千円

１．担保に供している資産の額（簿価）

建物及び構築物　　　  887,179千円

土地　　　　　　　　1,317,645千円

　計　　　　　　　　2,204,825千円

上記に対応する債務

短期借入金　　　　　  520,000千円
（一年内返済予定の長期借入金を含む）

未払消費税等　　　　　 18,944千円

長期借入金　　　　　　 83,225千円

　計　　　　　　　　  622,169千円

１．担保に供している資産の額（簿価）

建物及び構築物　　　1,132,471千円

土地　　　　　　　　1,108,629千円

　計　　　　　　　　2,241,101千円

上記に対応する債務

短期借入金　　　　　  549,175千円
（一年内返済予定の長期借入金を含む）

未払消費税等　　　　　 15,726千円

長期借入金　　　　　　 74,375千円

　計　　　　　　　　  639,276千円

２．受取手形割引高　　 　　1,143千円 ２．受取手形割引高　　 　650,669千円 ２．受取手形割引高　　 　779,834千円

３．中間連結会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日をもっ

て決済処理しております。

　　なお、当中間連結会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の中間

連結会計期間末日満期手形が中間連結

会計期間末残高に含まれております。

受取手形　　　　　　　221,673千円

支払手形　　　　　　　187,760千円

３．連結会計年度末日満期手形の会計処

理については、手形交換日をもって決

済処理しております。

　　なお、当連結会計年度の末日は金融

機関の休日であったため、次の満期手

形が連結会計期間末残高に含まれてお

ります。

受取手形　　　　　　　181,275千円

支払手形　　　　　　　174,054千円

（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間

自　平成13年４月１日

至　平成13年９月30日

当中間連結会計期間

自　平成14年４月１日

至　平成14年９月30日

前連結会計年度

自　平成13年４月１日

至　平成14年３月31日

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。

発送運賃　　　　　　  505,318千円

報酬及び給料手当　　  494,256千円

賞与引当金繰入額　　   57,045千円

退職給付費用　　　　　  9,331千円

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。

発送運賃　　　　　　  482,285千円

報酬及び給料手当　　  474,632千円

賞与引当金繰入額　　   43,386千円

退職給付費用　　　　　 26,161千円

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。

発送運賃　　　　　　  992,740千円

報酬及び給料手当　　1,013,543千円

賞与引当金繰入額　　   34,866千円

退職給付費用　　　　　 38,055千円

２．前期損益修正益の内訳は次のとおり

であります。

減価償却費超過額　　    9,365千円

２． ２．

３． ３．固定資産売却損の内訳は次のとおり

であります。

機械装置および運搬費  140,875千円

３．

４．固定資産除却損の内訳は次のとおり

であります。

機械装置及び運搬具　      116千円

撤去費用　　　　　　　　　  8千円

　計　　　　　　　　　　　124千円

４．固定資産除却損の内訳は次のとおり

であります。

機械装置及び運搬具　   16,910千円

工具器具備品　             14千円

ソフトウェア　　　　　 13,425千円

撤去費用　　　　　　　　2,655千円

　計　　　　　　　　　 33,004千円

４．固定資産除却損の内訳は次のとおり

であります。

建物及び構築物　　　      466千円

機械装置及び運搬具　      992千円

工具器具備品　　　　       12千円

ソフトウェア　　　　　    723千円

撤去費用　　　　　　　    403千円

　計　　　　　　　　　  2,598千円
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　（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間

自　平成13年４月１日

至　平成13年９月30日

当中間連結会計期間

自　平成14年４月１日

至　平成14年９月30日

前連結会計年度

自　平成13年４月１日

至　平成14年３月31日

１．現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

　　　　　（平成13年9月30日現在）

現金及び預金勘定　　  661,484千円

預入期間が３ヶ月を　　　　　　　 

超える定期預金　　　△  6,003千円

現金及び現金同等物　　655,480千円

１．現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

　　　　　（平成14年9月30日現在）

現金及び預金勘定　　1,128,839千円

預入期間が３ヶ月を　　　　　　　 

超える定期預金　　　△  3,600千円

現金及び現金同等物　1,125,239千円

１．現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

　　　　　（平成14年3月31日現在）

現金及び預金勘定　　  916,945千円

預入期間が３ヶ月を　　　　　　　 

超える定期預金　　　△  6,000千円

現金及び現金同等物　  910,945千円

（リース取引関係）

前中間連結会計期間

自　平成13年４月１日

至　平成13年９月30日

当中間連結会計期間

自　平成14年４月１日

至　平成14年９月30日

前連結会計年度

自　平成13年４月１日

至　平成14年３月31日

１．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額

１．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額

１．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額

(2)未経過リース料中間期末残高相当額

　１年内　　　　　　   16,841千円

　１年超　　　　　　   17,916千円

　　合計　　　　　　   34,757千円

(2)未経過リース料中間期末残高相当額

　１年内　　　　　　   11,190千円

　１年超　　　　　　    6,725千円

　　合計　　　　　　   17,916千円

(2)未経過リース料期末残高相当額

　１年内　　　　　　   13,498千円

　１年超　　　　　　   11,482千円

　　合計　　　　　　   24,981千円

(3)支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額

支払リース料　　　　    9,648千円

減価償却費相当額　　    8,715千円

支払利息相当額　　　      561千円

(3)支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額

支払リース料　　　　    7,351千円

減価償却費相当額　　    6,783千円

支払利息相当額　　　      286千円

(3)支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額

支払リース料　　　　   19,858千円

減価償却費相当額　　   17,977千円

支払利息相当額　　　      996千円

(4)減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価

格を零とする定額法によっておりま

す。

(4)減価償却費相当額の算定方法

　同左

(4)減価償却費相当額の算定方法

　同左

(5)利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。

(5)利息相当額の算定方法

　同左

(5)利息相当額の算定方法

　同左

取 得
価 額
相 当 額

減価償却累
計 額
相 当 額

中 間 期 末
残 高
相 当 額

千円 千円 千円

工具器具備品 48,178 37,230 10,947

無形固定資産
（ソフトウェア）

21,974 15,782 6,192

合計 70,152 53,012 17,140

取 得
価 額
相 当 額

減価償却累
計 額
相 当 額

期 末 残 高
相 当 額

千円 千円 千円

工具器具備品 77,922 62,388 15,533

無形固定資産
（ソフトウェア）

21,974 13,584 8,389

合計 99,897 75,973 23,923

取 得
価 額
相 当 額

減価償却累
計 額
相 当 額

中 間 期 末
残 高
相 当 額

千円 千円 千円

工具器具備品 77,922 55,323 22,598

無形固定資産
（ソフトウェア）

21,974 11,387 10,587

合計 99,897 66,711 33,186
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（有価証券関係）

（前中間連結会計期間）

有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：千円）

前中間連結会計期間末（平成13年９月30日現在）

取 得 原 価
中間連結貸借対照表

計 上 額
差 額

(1）株式 390,076 632,480 242,403

(2）債券

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 390,076 632,480 242,403

　

２．時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 （単位：千円）

前中間連結会計期間末（平成13年９月30日現在）

中間連結貸借対照表計上額

その他の有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く） 119,985

（当中間連結会計期間）

有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：千円）

当中間連結会計期間末（平成14年９月30日現在）

取 得 原 価
中間連結貸借対照表

計 上 額
差 額

(1）株式 416,601 630,591 213,989

(2）債券

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 416,601 630,591 213,989

　

２．時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 （単位：千円）

当中間連結会計期間末（平成14年９月30日現在）

中間連結貸借対照表計上額

その他の有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く）  3,684
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（前連結会計年度）

有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：千円）

前連結会計年度（平成14年３月31日現在）

取 得 原 価
連 結 貸 借 対 照 表         

計 上 額         
差 額

(1）株式 392,016 612,717 220,701

(2）債券

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 392,016 612,717 220,701

　

２．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 （単位：千円）

前連結会計年度（平成14年３月31日現在）

連結貸借対照表計上額

その他の有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く） 28,684

（デリバティブ取引関係）

（前中間連結会計期間）（平成13年９月30日現在）

　ヘッジ会計が適用されているため、該当事項はありません。

（当中間連結会計期間）（平成14年９月30日現在）

　ヘッジ会計が適用されているため、該当事項はありません。

（前連結会計年度）（平成14年3月31日現在）

ヘッジ会計が適用されているため、該当事項はありません。

（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報 （単位：千円）

前中間連結会計期間

自　平成13年４月１日

至　平成13年９月30日

木材関連事業 電線関連事業等 計 消去又は全社 連 結

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 6,557,031   944,929 7,501,960 - 7,501,960

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 440,792 61,565 502,357  (502,357) -

計 6,997,823 1,006,494 8,004,318  (502,357) 7,501,960

営業費用 6,976,792 1,014,733 7,991,525  (498,092) 7,493,432

営業利益又は営業損失(△)  21,031 △ 8,238  12,793 (4,265)   8,527

当中間連結会計期間

自　平成14年４月１日

至　平成14年９月30日

木材関連事業 電線関連事業等 計 消去又は全社 連 結

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 5,686,312 796,431 6,482,743 - 6,482,743

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 642,621 8,615 651,237 (651,237) -

計 6,328,934 805,047 7,133,981 (651,237) 6,482,743

営業費用 6,372,011 820,215 7,192,227 (644,646) 6,547,581

営業損失 　    43,077 　    15,168 　    58,246         (6,591) 　    64,837
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前連結会計年度

自　平成13年４月１日

至　平成14年３月31日

木材関連事業 電線関連事業等 計 消去又は全社 連 結

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 12,801,833 2,050,788 14,852,622 - 14,852,622

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 893,418 102,262 995,681  (995,681) -

計 13,695,252 2,153,051 15,848,303  (995,681) 14,852,622

営業費用 13,494,977 2,140,860 15,635,838  (991,767)  14,644,071

営業利益  200,275  12,190 212,465 (3,913) 208,551

　  （注）１．事業区分の決定方法

    事業は商品又は製品の種類・性質及び販売市場等の類似性を考慮して区分しております。

   ２．各区分に属する主要な製品

事 業 区 分 主 要 製 品

木材関連事業 天井材、収納材、原木、製材品、荷役及び運送業

電線関連事業等 電線電気機器、土地･建物

   ３．営業費用には、配賦不能営業費用はありません。

２．所在地別セグメント情報

　前中間連結会計期間（自平成13年４月１日　至平成13年９月30日）

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　当中間連結会計期間（自平成14年４月１日　至平成14年９月30日）

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　前連結会計年度（自平成13年４月１日　至平成14年３月31日）

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

３．海外売上高

　前中間連結会計期間（自平成13年４月１日　至平成13年９月30日）

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　当中間連結会計期間（自平成14年４月１日　至平成14年９月30日）

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　前連結会計年度（自平成13年４月１日　至平成14年３月31日）

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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